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研究要旨 
表流水に比較的高濃度で存在する PMMoV トウガラシ微斑ウイルス

（PMMoV））と各種ウイルス（アデノウイルス，コクサッキーウイルス，A
型肝炎ウイルス，マウスノロウイルス）は同程度の凝集沈澱処理除去が得ら
れ，PMMoV はウイルスの指標として有効と期待された．急速砂ろ過法によ
る実浄水場では PMMoV の除去率は 4.3-Log であった．クリプトスポリジウ
ム遺伝子検出法の適用実績はまだ少なく，さらなる知見の積み重ねと応用が
求められていることから，相模川河川水を試料として検鏡法と qRT-PCR 法
の比較を継続した．2 法の定性的な一致率は 78%であり概ねの対応が得られ
た． 
農薬の実態調査では，河川水で 61 種，原水 75 種，浄水 41 種の農薬が検

出されたが，この中には農薬分類の見直しで対象農薬に加わった農薬が多く
含まれ濃度や個別農薬評価値などが高いものもあった．テフリルトリオンは
通常の粉末活性炭の添加量では十分に除去されないことが示された．また，
塩素処理によりほぼ全て，農薬評価書にテフリルトリオンの分解物 B として
報告のある 2-chloro-4-methyl-3-[(tetrahydro furan-2-yl-methoxy) methyl] benzoic 
acid（以下分解物 B）へ変化し，浄水中で検出された．処理特性や分解物の
モニタリングの必要性も検討していく必要がある．ニテンピラム，テフリル
トリオンは塩素処理によりすみやか，ブロマシルは緩やかに分解する． 
化学物質の検出状況について検討したところ，1,2-エポキシプロパン（酸

化プロピレン），アクリロニトリル，ヘキサメチレンテトラミン，ヒドラジ
ン等の検出濃度が仮の評価値に比べて高かった． 
消毒副生成物関連は次のようである．塩素処理によってホルムアルデヒド

を生成する浄水処理対応困難物質等のうち 8 物質を検討し，全てオゾンと
GAC の組み合わせにより処理性が得られることを確認した．有機アミノ化
合物は BAC 処理によって除去できることを確認した．中間塩素処理と粉末
活性炭処理を組み合わせたハロ酢酸制御においては，紫外域吸光度が管理指
標として有用であることを見出した．p 位に置換基（特にアルキル基）を有
するフェノール類は，ハロベンゾキノン前駆物質となる傾向があることを示
した．揮発性窒素化合物濃度は臭気強度と高水温期においても,トリクロラ
ミンよりも相関が強かった．活性炭によるトリクロラミン分解は活性炭細孔
表面における疑１次と還元的官能基と２次反応によりモデル化できた． 
リスク評価管理関連は次のようである．突発的水質事故事象に対するマニ

ュアル類の整備と複数マニュアルの関連性についての事例を示し，さらに，
米国 EPA の水質異常発生時の周知方法の重要点を整理した．米国の水質事
故においては Do Not Use 指令中においても約 37%の世帯が水道水を使用し
ていた．海外諸国においては，短期間の水道水摂取による深刻な健康影響が



懸念されない限り，水質基準超過による給水停止は基本的にあり得ない選択
肢であった．トリクロロエチレンは現行の基準値の水道水の使用を想定する
と過半数以上の人が耐容一日摂取量を超える暴露量となる可能性が示唆さ
れ，さらなる詳細評価の必要性が明らかになった．日本人成人の潜在的水道
水摂水量は，冬：平均値 1.55, 中央値 1.45, 90%値 2.33, 95%値 2.64．夏：
平均値 1.76, 中央値 1.64, 90%値 2.67, 95%値 3.12 であった．亜急性評価値
を用いて，成人及び小児を対象とし，短期的な水道水質汚染が生じた際に参
考とすべき水道水中濃度を 19 項目について提案した．パーフルオロカルボ
ン酸 (PFCA)類の毒性強度の差の要因には，被験物質に不純物として含まれ
ていた，炭素鎖のより短い PFCA 類やそれらの分岐型異性体類が毒性発現に
関与している可能性が考えられた． 
 水質分析法に関する成果は以下のようである．現在の標準検査法では，固
相抽出による前処理後にGC/MSやLC/MSで分析している農薬および標準検
査法のない 140 農薬を対象に，前処理を行わずに LC/MS/MS に直接注入し
て一斉分析できるかどうかを検討した．目標値の 1/100 超 1/10 以下の濃度で
は 114～117 物質が，目標値の 1/100 以下の濃度においても 105 物質が妥当
性評価ガイドラインの真度および併行精度の目標を満たした．質量分析計を
用いたフローインジェクション分析法による水試料中の非イオン界面活性
剤の同定手法の検討では，対象とした 13 種類全ての界面活性剤の検出下限
値はいずれも 1mg/L 程度であった．LC-高分解能 MS を用いたターゲットス
クリーニング手法の検討では，開発した固相抽出-LC-TOF/MS スクリーニン
グ分析法を実試料に適用した結果，開発法が LOCs のスクリーニングに有効
である事が確認された． 
これらの成果は 29 編の論文により公表され，8 件の厚生労働告示や通知，

厚生科学審議会 (生活環境水道部会)等の資料に資された． 
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A. 研究目的 
本研究の目的は，水道水質基準の逐次見直し

などに資すべき化学物質や消毒副生成物，設備
からの溶出物質，病原生物等を調査し，着目す
べき項目に関してそれらの存在状況，監視，低
減化技術，分析法，暴露評価とリスク評価に関
する研究を行い，水道水質基準の逐次改正など
に資するとともに，水源から給水栓に至るまで
の水道システム全体のリスク管理のあり方に
関して提言を行うことにある．研究目的を，微
生物，化学物質，消毒副生成物，リスク評価管
理，水質分析法ついて詳述すると以下のようで
ある． 

微生物： 配管の内壁に付着した従属栄養細
菌数は海外において 100 cm2 あたり 1.1×10～
5.75×106 CFU であったとの報告があるが，国
内ではほとんど調査事例は見られない．そこで
従属栄養細菌数の応用例として滞留のおそれ
がある配管の内壁に付着した従属栄養細菌数
の実態を明らかにする．Legionella 属菌は，平
成 27 年度の患者届出数が年間 1,600 弱例と多
く，対策が求められている．昨年度に引き続き，
ビル建築物や病院等の，蛇口における
Legionella 属菌の汚染状況の調査を企図した． 
ウイルスによる水系感染症が発生しないよ

うにしていくためには，浄水工程におけるウイ
ルスの処理性，すなわち除去率を的確に把握し
た上で効果的かつ効率的な浄水管理を施すこ
とが重要となる．環境中で最も濃度が高く検出
されるトウガラシ微斑ウイルス（以下，
PMMoV）と，その他のウイルスの除去率を比
較した．クリプトスポリジウムについては，集
団感染を防ぐのに必要な浄水について考察し
た．クリプトスポリジウム遺伝子検出法の適用
実績はまだ少ない．昨年に引き続いて検鏡法と
遺伝子検出法を比較検討した．さらに，検鏡法
における計数を簡便化するため，MPN 法の適
用を検討した．  

化学物質・農薬： 水道水源で使用される農
薬の実態調査を実施し，検出傾向の解析を行う．
地域スケールによる検出のおそれのある農薬
の違いを検討する．ネオニコチノイド系農薬に
ついて，実態調査，浄水処理性，様々な反応生
成物を含むバイオアッセイ手法に関する検討
を行う．農薬以外の化学物質については管理の
あり方について提案を行う． 

消毒副生成物： 水質基準の改正に際して重
要と考えられる事項として,ホルムアルデヒド,

ジクハロベンゾキノン,ハロ酢酸，N-ニトロソ
ジメチルアミン(NDMA)等を対象に,生成実態,
分析技術,低減策について調査すること目的と
した．また,カルキ臭の原因物質に着目して，
実態調査とモニタリング・制御技術に関する検
討を行い，低減化方策を示すことを目的とした． 
リスク評価管理： 突発的な水質事故発生時

などの非常時に市民の安全と公衆衛生を確保
するため，摂取制限による給水継続の対応を含
めた水質異常時の対応のあり方に関する検討
を，昨年度に引き続き行った．さらに，本年度
は，特に水質異常時の広報対応について焦点を
当て，米国環境保護庁(EPA)が作成した公衆通
知ハンドブックの翻訳に基づき広報通知の内
容に関する検討を行った．経口曝露換算の総潜
在用量，割当率および間接飲水量の推定につい
て，トリクロロエチレン（TCE），テトラクロ
ロエチレン(PCE)を検討対象とした．また，日
本人成人の摂水量に関するアンケート調査結
果を再検討し，成人の潜在的水道水摂取量
(pTWI: potential Tap Water Intake)分布を推定す
ることを目的とした． 
昨年度までに，日本の水質基準項目 18 項目

について食品安全委員会の評価書を基に亜急
性評価値[Subacute Reference Dose; (mg/kg/day)]
を算出した．本年度は，この値を用いて，短期
的な水道水質汚染が生じた際に参考とすべき
水道水中濃度 [参照値 (mg/L)]の算出を試みた．
環境中での残留性が高く，ヒト健康への影響が
懸念されているパーフルオロカルボン酸 
(PFCA)類は，炭素数 12 以上の長鎖 PFCA につ
いては，炭素数が長い程毒性は弱まることが明
らかとなっているが，この長鎖 PFCA 類の毒性
強度の違いの要因について考察した． 
水質分析法： 水質分析に有用かつ必要性の

高い新規分析法を開発するとともに，平常時お
よび異常発生時の簡便かつ網羅的な水質スク
リーニング手法についての検討を継続して実
施した．また，これらの分析法の妥当性評価を
行うとともに，水道事業体および地方衛生・環
境研究所，保健所に普及させることで，水質検
査に関わる機関の分析技術の向上と水質監視
体制の強化を図ることを目的とした． 
 
B. 研究方法 
原水や水道水質の状況，浄水技術について調

査研究を行うため，微生物，化学物質･農薬，
消毒副生成物，リスク評価管理，水質分析法の



 

5 課題群－研究分科会を構築し，研究分担者 15
名の他に 43 もの水道事業体や研究機関などか
ら 83 名の研究協力者の参画を得て，各研究分
担者所属の施設のみならず様々な浄水場など
のフィールドにおける実態調査を行った． 
水質項目は多岐にわたるため，上述の研究目

的に沿って 5 課題群に分けて，研究分科会を構
成し，全体会議などを通じて相互に連携をとり
ながら並行的に研究を実施した．研究分科会は
，微生物分科会（研究分担者 4 名，研究協力者
15 名），化学物質・農薬分科会（研究分担者 2
名，研究協力者 14 名），消毒副生成物分科会（
研究分担者 5 名，研究協力者 14 名），リスク評
価管理分科会（研究分担者 4 名，研究協力者
18 名），水質分析分科会（研究分担者 3 名，研
究協力者 9 名)である． 
微生物，化学物質･農薬，消毒副生生物，リ

スク評価管理，水質分析法の５課題群それぞれ
の研究方法の詳細は，分担研究報告書を参照さ
れたい． 
倫理面への配慮：本研究では，ラットの血清

中濃度を測定しているが，実験動物に対する動
物愛護等を配慮して実施した過去の別研究で
採取した試料を用いているので，該当しない． 
 
C. 研究結果と考察 
 
(1) 微生物 
従属栄養細菌数： 水の滞留部分，赤錆の苦情
があった配管において，配管内面から高い従属
栄養細菌数が検出された．配管の末端やブロッ
ク化により流速が遅く濁質が蓄積することが
問題と考えられた．滞留が発生しない，配管を
健全に維持するための設計や工事方法の工夫
が必要と考えられた． 
レジオネラ属菌： これまで注意が払われてい
なかった，蛇口の初流水を狙ってレジオネラを
検査した．新築の特定建築物において，入居前
の時点で既に水道水の滞留によると考えられ
る微生物汚染が発生していた．入居後は一般細
菌数等の減少がみられたものの，レジオネラ属
菌は継続して検出され，除去困難なバイオフィ
ルムの定着が想像された．医療機関の蛇口から
もレジオネラ属菌が検出された（表１）．例え
ば，医療機関 E では蛇口から採取した水試料
16 検体中の 6 検体（38 %），及び共用場所の洗
面台の蛇口のスワブ検体 14 検体中の 2 検体
（14 %）から培養で検出された．検出率は機

関により若干異なるが，遊離残留塩素濃度との
関連が示唆された．病院等の慢性的な大容量貯
水の滞留には追加塩素を行うこと，施設にかか
わらず遊離残留塩素 0.2 mg/L 以上が検出され
るまで捨て水する等の，注意喚起が必要と考え
られた． 
 
 
表１ 医療機関の蛇口初流水における，レジ

オネラ培養陽性となった試料一覧 
温度 pH 残留塩素 LAMP 検出菌

D 病室　1　蛇口 26.9 7.7 < 0.1 - L. pneumophila SG5 20
病室　1　蛇口ｽﾜﾌﾞ - Legionella sp.
病室　2　蛇口 25.3 7.8 < 0.1 + L. pneumophila SG1

L. pneumophila SG5
Legionella  sp.

1,670

洗面台　1 26.4 7.8 < 0.1 - L. pneumophila SG5 50
洗面台　2 28.8 7.8 < 0.1 + L. pneumophila SG5 10
処置室給湯 31.5 7.8 < 0.1 + Legionella sp. 10
浴室蛇口 36.1 7.7 < 0.1 + L. pneumophila SG5 40
談話室　蛇口 29.2 7.8 < 0.1 + L. pneumophila SG5 180
手術室　水道 23.5 7.8 < 0.1 - L. feelei SG1 130
手術室　洗浄蛇口 24.7 7.8 < 0.1 + Legionella sp. 3,320
受水槽 18.0 7.8 0.11 + L. pneumophila SG5 120

E 病棟　廊下　洗面台　1 33.7 7.5 < 0.1 + L. pneumophila  SG1 610
病棟　廊下　洗面台　1
蛇口ｽﾜﾌﾞ

+ L. pneumophila  SG1

病棟　廊下　洗面台　2 33.4 7.5 < 0.1 + L. pneumophila  SG5 10
病室　1　蛇口 31.1 7.5 < 0.1 + L. pneumophila  SG1 90
病室　2　蛇口 33.4 7.6 < 0.1 + L. pneumophila  SG1

L. feelei  SG1
1,910

談話室　蛇口 26.7 7.5 < 0.1 + L. pneumophila  SG1 3,600
談話室　蛇口　ｽﾜﾌﾞ - L. pneumophila  SG1
ステーション 33.6 7.6 < 0.1 + L. pneumophila  SG1 3,500

F 談話室　蛇口　1 26.7 7.5 0.15 + Legionella  sp. 430
談話室　蛇口　2 30.9 7.6 0.14 - Legionella  sp. 270
病棟　洗面台 35.3 7.4 0.16 - Legionella  sp. 130
病室　蛇口 28.5 7.4 0.16 - Legionella  sp. 20

医療機関
菌数

(CFU/100ml)

 
 
 

ウイルス： ポリ塩化アルミニウムを用いた凝
集沈澱−砂ろ過処理におけるアデノウイルス，
コクサッキーウイルス，A 型肝炎ウイルス，マ
ウスノロウイルスの除去率は，PCR 法にて評
価した場合，それぞれ 1.4−2.4 log，0.9−2.7 log，
0.8−2.4 log，0.8−2.0 log であった．図２に示す
ように，トウガラシ微斑ウイルスの除去率と各
ウイルスの除去率の間には高い相関関係が認
められたことより，トウガラシ微斑ウイルスが，
水系感染症ウイルスの凝集沈澱−砂ろ過処理性
を評価する上で有効な代替指標と成り得る可
能性が示唆された．さらに，表 XX に示すよう
に，水道原水中に PMMoV が 104.52 ± 0.49 copies/L
と桁違いに高濃度で存在することが示された．
処理過程や最終浄水を含む各種試料中の陽性
率も，PMMoV が最も高かった．凝集・沈殿お
よび急速砂ろ過による処理（処理工程 D）のウ
イルス除去率を評価し，処理工程 D 全体にお
ける PMMoV の除去効率が 4.3-Log 以上であっ
た．昨年度の処理工程 B 全体における 5.2-Log
より若干低いが，凝集剤添加なしの急速砂ろ過
（処理工程 C）や緩速ろ過（処理工程 A）の 1
～2-Log より遥かに高かった（表２）． 
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図２ 凝集沈殿，およびろ過処理における，
水系感染症ウイルスとトウガラシ微斑ウイル
スの除去性 
 
 
表２ 各種試料中のウイルスの存在状況 
 

ウイルス 
原水中の濃度 

(Log10 copies/L) * 
各種試料における陽性率 

RNA 

Virus 

AiV 2.55 ± 0.31 (n=3) 19% (18/43) 

NoV GI 1.74 (n=1) 11% (5/46) 

NoV GII 2.39 ± 0.62 (n=9) 54% (25/46) 

PMMoV 4.52 ± 0.49 (n=17) 83% (38/46) 

DNA 

Virus 

AdV 40/41 2.61 ± 1.21 (n=12) 41% (19/46) 

JC PyV 1.82 ± 0.41 (n=11) 33% (15/46) 

* Limit of detection: RNA viruses, 0.92 - 1.06 Log10 copies/L; DNA viruses, 

0.98 - 1.12 Log10 copies/L. 

AiV：アイチウイルス、NoV GI、GII：ノロウイルス遺伝子型 GI と GII、PMMoV：トウ

ガラシ紫斑ウイルス、AdV 40/41：アデノウイルス 40 又は 41 型、JC PyV：JC ポリ

オーマウイルス  
 
 
クリプトスポリジウム： 検鏡法と遺伝子検出
法の定性的な一致率は，クリプトスポリジウム
は 78 %，ジアルジアは 81 %と概ね良好であっ
た．遺伝子増幅産物の塩基配列は，相模川では
ブタ由来の C. suis が多く検出された．C. suis
は小鮎川，中津川において高頻度で検出された
ことから，相模川の原虫汚染はこれらの支川の
影響が大きいと推察された．遺伝子増幅産物の
塩基配列の解読によるクリプトスポリジウム
の種の同定は，調査流域の汚染原因の推定に有
用と考えられた．多数のクリプトスポリジウム
の検出が想定される場合には，格子入り観察フ
ィルター上でクリプトスポリジウムを均一に
分散させ，MPN 法による計数が有効であるこ
とが分かった．クリプトスポリジウム症の大規
模集団感染を防ぐのに必要なバリアを，過去の
大規模集団感染における患者発生数に着目し
て推定した．集団感染では数千人から数十万人，
すなわち 3-Log から 6-Log 弱が発生しており，

10 日間かけて蓄積したと想定した場合，この
患者数を 0人に抑えるには合計で 3-Logないし
5-Log程度となるマルチプルバリアの導入が推
奨との単純計算ができた． 
 
(2) 化学物質・農薬 
農薬出荷量はこれまで減少を続けてきたが，

平成 25 農薬年度に平成元年以降はじめて増加
に転じ，平成 26 農薬は昨年とほぼ同量出荷量
であった．平成 26 農薬年度における農薬の用
途別農薬製剤出荷量は，平成元年比で，殺虫剤
46%，殺菌剤 44%，殺虫殺菌剤 33%，除草剤
52%であり，約 1/3～1/2 まで減少しているが，
10 年前と比べると除草剤は増加傾向にある． 
実態調査では，河川水で 61 種，原水 75 種，

浄水 41 種の農薬が検出されている． 原水では，
検出最大濃度が 1µg/L を超えた農薬はブロモ
ブチドなどの 10 農薬であり，このうちメトミ
ノストロビン，クミルロンは農薬分類の見直し
で対象農薬に加わった農薬である．これ以外に
もブタクロール，ピラクロニルが新たに対象農
薬に加わった農薬で，検出最大濃度で上位にラ
ンクされた．個別農薬評価値が高い農薬として
は，先にあげた 4 農薬に加えてキノクラミン，
フェントラザミドが新たに対象農薬に加えら
れた農薬であった．積算検出濃度が高い農薬に
関しては前述の農薬に加え，メトミノストロビ
ン，オリサストロビンが新たに対象農薬に加え
られた農薬である．浄水では，検出最大濃度が
0.1µg/L を超えた農薬は 14 農薬であり，昨年の
9 農薬と比べて増加した．検出最大濃度が上位
にランクされた農薬のうちメトミノストロビ
ン，ブタクロール，ピラクロニル，クミルロン，
フェントラザミド，ベンフレセート，オリサス
トロビンが新たに対象農薬に加えられた農薬
である．  
テフリルトリオンは昨年度調査よりは検出

濃度は低いものの，他の農薬と比べ高い濃度お
よび個別農薬評価値で検出されていた．また，
通常の粉末活性炭の添加量では十分に除去さ
れないことが示された．テフリルトリオンは塩
素処理によりほぼ全て，農薬評価書にテフリル
トリオンの分解物 B として報告のある
2-chloro-4-methyl-3-[(tetrahydro 
furan-2-yl-methoxy) methyl] benzoic acid（以下分
解物 B）へ変化することが分かった．このため
浄水中に存在することが推察された．そこで，
一部の水道事業体において浄水及び蛇口水中



 

のテフリルトリオンおよび分解物 B の実態調
査を行った．図３に示すように，テフリルトリ
オンが原水及び河川水から検出される 5 月～6
月にかけて，浄水中では原水中のテフリルトリ
オンとほぼ同じ濃度レベルで分解物 B が検出
されていることが確認された．このことから，
登録からそれほど期間が経っていないにも関
わらず，急速に普及する農薬が存在し，その動
向を注視する必要があること，さらには，農薬
登録の段階では塩素処理性についての評価は
行われていないため塩素処理により比較的安
定で浄水中でも存在する物質に容易に変化す
る可能性があることが示された．今後は，原水
中の検出実態だけではなく，浄水中に検出実態
も踏まえ，処理特性，分解物のモニタリングの
必要性も検討していく必要がある．  
 

 
図３ 平成 27 年度実態調査におけるテフリル
オリオン及び分解物 B の検出実態 
 
 
検出可能性指標値の高い農薬が測定され実

際に検出されているかを確認するため，地域ま
たは都道府県毎に検出可能性指標値の高い農
薬の実際の検出率を求めた．検出率は，最大で
70％（関東）であり，半数の５地域で 50％を
超えている．都道府県別の検出率は，最大で
62％（千葉県）にとどまり，多くの都道府県で
検出率が 50％を下回っていた．地域別に分類
した方が，総じて検出率が高いことが明らかと
なった．測定回数が多い地域ほど，検出率が高
くなる傾向があった． 
塩素処理におけるネオニコチノイド農薬等

の変化を図４に示す．ニテンピラム，テフリル
トリオンはすみやか，ブロマシルは緩やかに分
解することが確認された．その他の 7 農薬は塩
素処理の前後で濃度に大きな変化はみられな
かった．  

 
図４ 塩素処理時間と農薬残存率 

 
 
テフリルトリオンとメソトリオン及びそれ

らの塩素処理生成抽出物は，ミトコンドリアの
エネルギー生成系に影響を及ぼして細胞致死
毒性を及ぼす作用はないと判断した．さらに，
細胞膜傷害により致死毒性を示すことはない
かそのおそれは少ないと判断された． 
水中の化学物質の浄水検出状況を調査した

ところ，下記の物質は検出濃度と基準値の比の
中央値が 1/10 を超えていた：水道水質基準項
目ではヒ素，フッ素，ホウ素，塩素酸，ジクロ
ロ酢酸，トリクロロ酢酸，水質管理目標設定項
目ではウランと抱水クロラール．環境水につい
てではあるが，要検討項目ではモリブデン，エ
ピクロロヒドリン，塩化ビニルが 1/10 を超え
ており，注意が必要である．仮の評価値を用い
た評価ではヒドラジンは検出濃度が仮の評価
値に近い地点があった．PRTR 対象物質につい
ては，あくまでも仮の評価値との比であるが，
1,2-エポキシプロパンの検出濃度と仮の評価
値の比が高かった．また，アクリロニトリル，
コバルトについても検出濃度と仮の評価値の
比が 1/10 を超える場合があった．現時点にお
ける，化学物質の基礎情報と検出状況について
データベースを作成し，HP で公表できるよう
にした． 

 
 (3) 消毒副生成物 
塩素処理によってホルムアルデヒドを生成

する物質 8 種類について高度浄水処理プロセ
スでの挙動を調査し，7 物質についてはオゾン
処理により FA-FP をほとんど持たない化合物
に変化することが示唆され，オゾンと GAC の
組み合わせにより全ての対象物質について高
い処理性が得られることを確認した．GAC 単
独では除去率は 58%以下であり，急速ろ過で



 

はほとんどの物質の除去率は低かった． 
基準値が強化されたトリクロロ酢酸につい

て,緩速ろ過池に粒状活性炭を 20 cm 敷き詰め,
色度を指標として管理する手法の有効性を確
認した．中間塩素処理と粉末活性炭処理を組み
合わせたハロ酢酸制御において吸光度（紫外
域）が管理指標として有用であることを見出し
た．また，配水過程でジクロロ酢酸が減少する
場合がある可能性や，高度浄水処理プロセスの
導入により，塩素処理由来の消毒副生成物が減
少する傾向を長期調査により示した． 
新規消毒副生成物であるハロベンゾキノン

（HBQs）前駆物質に関する知見を得るために，
HBQs および既知の前駆物質の構造から前駆
物質となる可能性のある 26 種の芳香族化合物
を対象に，塩素処理による HBQs（DCBQ，2,6-
ジブロモ 1,4-ベンゾキノン（DBBQ），2,3,6-ト
リクロロ-1,4-ベンゾキノン（TCBQ））の生成
を検討した．その内，16 種類の物質で DCBQ
の生成が確認された．HBQ について，p 位に
置換基（特にアルキル基）を有するフェノール
類は， HBQ 前駆物質となる傾向があることが
示され，NOM の分子内に存在する p-ヒドロキ
シフェニル基が塩素と反応して，HBQs が生成
され，水道原水にフェノールが含まれないにも
かかわらず，塩素処理によって HBQs が生成さ
れるものと推測された（図５）． 

 
 

 
図５ NOM からの HBQs の生成経路（推測） 

 
 
琵琶湖を原水とする浄水ではラフィド藻が

出現していた平成 25 年と平成 27 年は，トリク
ロロ酢酸の濃度が特異的に高く，ラフィド藻の
出現がトリクロロ酢酸濃度に影響を与えてい
る可能性が示された．淀川水系において N-ニ
トロソアミンのひとつであるNDMAについて,
原水に含まれる前駆物質の濃度が低減してい
る長期的傾向を把握した． 
消毒副生成物およびカルキ臭の観点から，塩

素処理によって生成する N-クロロアセトアル
ドイミン（CAAI）を取り上げ,琵琶湖や淀川水
などにおける測定例を示した．官能試験結果と
合わせて算出した CAAI のカルキ臭強度への
寄与率は低かった．ただし，CAAI 生成能と臭
気への未知物質の寄与率には一定の相関があ
り，CAAI 生成能は今回対象としていないアラ
ニン以外のアミノ酸やタンパク質等の有機物
に由来するカルキ臭原因物質の臭気への寄与
率の評価指標として用いることができる可能
性を示した． 
消毒処理水の全体毒性の評価に関する文献

レビューを行い，現在の到達点と問題にについ
て整理した．これまでに行われた in vivo 生殖/
発生毒性試験によれば，塩素処理水およびオゾ
ン／塩素処理水について，大きな影響は見られ
ないという結果となっている．したがって，
NOAEL や LOAEL に相当する値を導出できる
ような結果も得られていない．また，発がん性
に関する試験結果の報告も未だ見られなかっ
た．TOX に関する健康影響評価値の導出へ向
けて，今後の研究の進展を期待したい． 
塩素消毒由来の臭気およびその原因物質に

つては次のようである．高水温期においても，
揮発性窒素化合物はトリクロラミンよりも臭
気強度との相関が高かった（図６）．しかし，
低水温期と回帰式の勾配が異なり，複数の原因
が考えられるがさらに検討が必要と思われる． 

 

 
図６ 臭気強度とTPNの比較（高水温期） 
 
 
水道水中のトリクロラミンについて,関東地

方,関西地方で濃度を測定し, 遊離塩素濃度の
低減が効果的であることを示した．活性炭によ
るトリクロラミン分解を拡散－反応モデルで



 

解析したところ，トリクロラミンの還元的分解
は，活性炭細孔表面における擬 1 次反応と，有
限量の官能基との間の 2 次反応により生じて
おり，有限量の官能基は，トリクロラミンのみ
ならず，共存する遊離塩素によっても消費され
るというメカニズムが示唆された．臭気原因物
質である有機アミノ化合物もアンモニア態窒
素と同様に凝集沈殿・砂ろ過では除去できず，
BAC 処理によって除去できることを確認した．
１級,２級,３級アミンをモデル物質として取り
上げ, 塩素によるクロラミン生成特性を把握
した． 

 
 (4) リスク評価管理 
突発的な水道原水水質事故発生時などの非

常時に市民の安全と公衆衛生を確保するため，
摂取制限による給水継続の対応を含めた水質
異常時の対応のあり方に関する検討を行った．
ホルムアルデヒド生成物質の事故では，断水の
発生により用水供給事業の給水停止の影響が
広範囲に及ぶことが示された．また，事故対応
を経験した意見として，水質基準の遵守と給水
義務の狭間で悩む水道事業体の姿が浮かび上
がり，今後，社会活動の維持を見据えた摂取制
限の考え方を導入する必要性が示唆された． 
突発的水質事故事象に対するマニュアル類

の整備と複数マニュアルの関連性についての
事例を示すことができた．水質事故に対応する
ためには，水質監視体制も重要である．しかし，
巡視や水質調査の折に油流出事故以外の水質
汚染事故を発見することはかなり稀である．よ
り高感度な理化学的及び生物学的な監視装置
を開発し，水質汚染の早期発見を確実にするこ
とも今後の大きな課題である． 
海外における水質異常時の対応と広報に関

する調査研究について，米国 EPA が作成した
公衆通知ハンドブックの一部を翻訳し，水質異
常発生時の公衆への周知方法について重要な
点を整理することができた．米国で発生した水
道原水汚染事故後におこなわれた CASPER 調
査（公衆衛生に関する緊急事態対応のためのコ
ミュニティ評価）を精査し，水質異常時に住民
が実際にどのように情報を得て，どのような対
応を行ったのかを明らかにした．DNU(Do Not 
Use, 水道水の原則使用不可)発令などをいつ，
どのような伝達方法で知ったのかについての
情報源としてはテレビが最も多かった．また，
水の使用状況について，DNU 発令中および

DNU 解除以降に対象水道水を使用したかどう
かについては，図７に示すように，DNU 発令
中でも 37%の世帯で水道水を使用していた．
DNU 解除後から 1 月末までの間の使用率は
67%で，おそらく臭いが残っていることもあり
使用率の回復が遅かったと思われる．また，図
８にそれぞれの期間に「水道水を使用していた
人」が使用した用途を示している．DNU 発令
中はシャワー/水浴が(80.1%)，手洗い(45.9%)，
洗濯 (37.7％)などと皮膚および吸入曝露を受
けたことが考えられる．さらに，調理 (26.9%)
や飲用 (26.6%)にも使用されていた． 

 

 
図７ 水道水Do Not Useの指示を受けた世帯に
おいて当該水道水を使用したかどうか(米国
例) 
 
 

 
図８ 水道水を「使用していた」世帯での各

用途の使用割合(米国例) 
 
 
今後，もし摂取制限等の対応を取った場合に，

万一飲用したとしても，短期間の摂取において
感知できる健康影響が起きない程度の余裕を
考慮しておくこと，また比較的短期間の水摂取
における健康影響に関する毒性情報が利用可



 

能になることが望まれた． 
米国と同様，英国を含む欧州各国，また，オ

ーストラリアにおいても，本調査により，水質
基準超過による給水停止は，短期間の水道水摂
取による深刻な健康影響が懸念されない限り，
基本的にはあり得ない選択肢であることが示
された．水質基準を超過した水をいかに給水継
続するか，その対応は，超過項目と超過の程度
により異なる． 
トリクロロエチレン（TCE）とテトラクロロ

エチレン（PCE）について，飲料水濃度をある
値に仮定し，様々な暴露シナリオおける経口，
吸入，経皮の潜在用量を経口暴露換算した総和
値の分布を求めた．その結果，TCE について
は，現行の基準値では過半数以上の人が耐容一
日摂取量を超える暴露量となる可能性が示唆
された．これは吸入経路や経皮経路では経口経
路と同じ量の潜在用量でも臓器への到達率が
高くなることで間接飲水量が多くなるためと
考えられた．また，大多数の人の総暴露量を耐
容一日摂取量以下相当にするためには，現行の
基準値(10 g/L)の 1/3 程度である 3 g/L が望
ましいことが示唆された．アメリカやカナダの
TCE の基準値は 10 g/L より低い値の 5 g/L
であることから，今後の評価値の見直しのため
に，今回のシミュレーションに用いた仮定に関
する精査など，さらなる詳細評価が必要である．
一方，PCE については現行の基準値の遵守に
より想定しうる使用形態の範囲内であれば耐
容一日摂取量以下相当の総暴露量となり，現行
基準値の妥当性が確認された． 
日本人成人の潜在的水道水摂水量(pTWI)推

定を行った．摂水量アンケート調査結果につい
て，平日と休日を考慮し，地域，性別，年齢区
分に関する偏りについて補正を行った．補正後
の pTWI とその構成要素に関する箱ひげ図を
図９に示す．pTWI は，冬：平均値 1.55 L, 中
央値 1.45 L, 90%値 2.33 L, 95%値 2.64 L．夏：
平均値 1.76 L, 中央値 1.64 L, 90%値 2.67 L, 
95%値 3.12 L であった．これらの値は，今後，
日本人成人摂水量としての基礎資料となるこ
とが期待される． 

 

 
図９ pTWI とその構成要素に関する箱ひげ

図 (補正後) 
 
 
亜急性評価値に関する研究では，昨年度まで

に求めた水質基準項目に関する saRfD 
(mg/kg/day)を用いて，短期的な水道水質汚染が
生じた際に参考とすべき参照値 (mg/L)の算出
を試みた．その結果，19 項目について成人及
び小児を対象とした参照値を提案することが
できた（表３） 

 
表３ 成人及び小児の参照値 

項目 基準値 
(mg/L) 

参照値 (mg/L) 
成人 小児 

亜硝酸態窒素 0.04 0.4  (10 )  0.2  (5 )  

ホウ素及びその化合物 1 2.0  (2 )  1  (1 )  

四塩化炭素 0.002 0.2  (100 )  0.07  (35 )  

1,4-ジオキサン 0.05 0.5  (10 )  0.2  (4 )  

シス-1,2-ジクロロエチレン
及びトランス-1,2-ジクロロ
エチレン 

0.04 4.0  (100 )  2.0  (50 )  

ジクロロメタン 0.02 2.0  (100 )  0.6  (30 )  

トリクロロエチレン 0.01 0.01  (1 )  0.05  (5 )  

ベンゼン 0.01 0.1  (10 )  0.04  (4 )  

塩素酸 0.6 8.0  (13 )  3.0  (5 )  

クロロ酢酸 0.02 1.0  (50 )  0.4  (20 )  

クロロホルム 0.06 2.0  (33 )  0.7  (12 )  

ジクロロ酢酸 0.03 0.3  (10 )  0.1  (3 )  

ジブロモクロロメタン 0.1 4.0  (40 )  2.0  (20 )  

臭素酸 0.01 0.09  (9 )  0.04  (4 )  

トリクロロ酢酸 0.03 0.2  (7 )  0.06  (2 )  

ブロモジクロロメタン 0.03 1.0  (33 )  0.4  (13 )  

ブロモホルム 0.09 5.0  (56 )  2.0  (22 )  

ホルムアルデヒド 0.08 13  (163 )  5.0  (63 )  

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒
素 

10 -  10  (1 )  

 

 
 
長鎖 PFCA 類の毒性強度の差の要因を明ら

かにするために，反復投与毒性・生殖発生毒性
併合試験において TS-PFDoA，TS-PFTeDA，
TS-PFHxDA もしくは TS-PFOcDA を投与した
ラットの血清中の PFCA 類の濃度を測定した．



 

その結果，長鎖 PFCA 類の炭素数依存的な毒性
強度の差が標的 PFCA の血清中濃度の違いの
みでは説明できないことが明らかになった．投
与した被験物質に不純物として含まれていた，
より炭素鎖の短い PFCA 類や分岐型異性体が
長鎖 PFCA 類の毒性発現に大きく関与してい
る可能性が考えられた． 
 (5) 水質分析法 
 農薬類をより迅速かつ簡便に測定すること
ができる一斉分析法を開発した．また，昨年に
引き続き，質量分析計を用いたフローインジェ
クション分析法による水試料中の非イオン界
面活性剤の同定手法の検討と，LC-高分解能
MSを用いたターゲットスクリーニング手法の
検討も併せて行った． 
水道水の検査対象農薬の LC/MS/MS 一斉分

析法の検討では，対象農薬リスト掲載農薬類
（120 物質），要検討農薬類（16 物質），その他
農薬類（84 物質），除外農薬類（14 物質）のう
ち，現在の標準検査法では，固相抽出による前

処理後に GC/MS や LC/MS で分析している農
薬および標準検査法のない農薬（合計 140 農
薬）を対象に，前処理を行わずに LC/MS/MS
に直接注入して一斉分析できるかどうかを検
討した．アスコルビン酸ナトリウムおよびチオ
硫酸ナトリウムいずれの脱塩素処理剤を用い
て処理した水道水を試験した場合も，残体とし
て良好な回収率および併行精度が得られ，目標
値の各農薬の目標値の1/100超1/10以下の濃度
では 114～117 物質が，目標値の 1/100 以下の
濃度においても 105 物質が妥当性評価ガイド
ラインの真度（70～120%）および併行精度（≦
25%あるいは≦30%）の目標を満たした（表４）．
ただし，一部の農薬については，脱塩素処理剤
との反応によって分解あるいはイオン化阻害
を受けたことが示唆されたことから，本法を用
いて一斉分析を行う場合は，測定対象とする農
薬によって脱塩素処理剤を使い分ける必要が
あると考えられる． 

 
表４ 水道水添加回収試験結果のまとめ 

 アスコルビン酸ナトリウム脱塩素処理 チオ硫酸ナトリウム脱塩素処理 
添加濃度 目標値の 1/100 超 1/10 以下 目標値の 1/100 以下 目標値の 1/100 超 1/10 以下 目標値の 1/100 以下 
妥当性確保 117 物質 

（下記以外の物質） 
105 物質 

（下記以外の物質） 
114 物質 

（下記以外の物質） 
105 物質 

（下記以外の物質） 
妥当性確保で

きず 
8 物質 

（アシュラム，エトフェンプロ
ックス，α-ベンゾエピン，シ
ペルメトリン，cis-ペルメトリ
ン，trans-ペルメトリン，フラ
ザスルフロン，ホセチル） 

6 物質 
（エトフェンプロックス，シペル
メトリン，cis-ペルメトリン，フラ
ザスルフロン，ベンスルフロンメ
チル，ホセチル） 

9 物質 
（アシュラム，α-ベンゾエピ
ン，チオジカルブ，ベンフレセ
ート，シペルメトリン，cis-ペ
ルメトリン，trans-ペルメトリ
ン，メタミドホス，ホセチル） 

8 物質 
（ダラポン，アシュラム，
CYAP，チオジカルブ，シペル
メトリン，cis-ペルメトリン，
trans-ペルメトリン，ホセチル） 

測定中に 
感度低下 

7 物質 
（EDDP，NAC，チオファネー
トメチル，DEP，フサライド，
プロベナゾール，アミトラズ代
謝物） 

7 物質 
（EDDP，NAC，チオファネート
メチル，DEP，フサライド，プロ
ベナゾール，アミトラズ代謝物） 

7 物質 
（EDDP，チオファネートメチ
ル，DEP，フサライド，プロベ
ナゾール，ベンフラカルブ，ア
ミトラズ代謝物） 

7 物質 
（EDDP，チオファネートメチ
ル，DEP，フサライド，プロベ
ナゾール，ベンフラカルブ，ア
ミトラズ代謝物） 

定量下限値未
満 

8 物質 
（エトリジアゾール，β-ベン
ゾエピン，CNP，CNP-アミノ体， 
DDVP，ジスルホトン，チウラ
ム，MEP） 

22 物質 
（ダラポン，アシュラム，イソフ
ェンホス，エトリジアゾール，α-
ベンゾエピン，β-ベンゾエピン，
カズサホス，カフェンストロール，
ACN，CNP，CNP-アミノ体，TPN，
CYAP，DDVP，ジスルホトン，チ
ウラム，トリフルラリン，MEP，
プロシミドン，ベンフルラリン，
ベンフレセート，モリネート） 

10 物質 
（エトリジアゾール，β-ベン
ゾエピン，カズサホス，CNP，
CNP-アミノ体， TPN，DDVP，
ジスルホトン，チウラム，MEP） 

20 物質 
（イソフェンホス，エトリジア
ゾール，α-ベンゾエピン，β-
ベンゾエピン，カズサホス，カ
フェンストロール，ACN，CNP，
CNP-アミノ体，TPN，DDVP，
ジスルホトン，チウラム，トリ
フルラリン，MEP，プロシミド
ン，ベンフルラリン，ベンフレ
セート，モリネート，メタミド
ホス） 

 
 
 質量分析計を用いたフローインジェクション
分析法による水試料中の非イオン界面活性剤
の同定手法の検討では，今年度は，PRTR 法の
対象となっている界面活性剤の中で，26 年度
に検討した非イオン界面活性剤を除く，13 物
質について FIA-MS法によりESIスペクトルを

測定した．その結果，対象とした 13 種類全て
の界面活性剤に特有のマススペクトルを得る
ことができた．それらの検出下限値はいずれも
1mg/L 程度で，その濃度レベルの汚染事故であ
れば，本分析法が適用可能である．しかし，水
環境中の濃度レベルを測定するためには，濃縮



 

法の検討が必要である． 
LC-高分解能 MS を用いたターゲットスクリ

ーニング手法については，開発した固相抽出
-LC-TOF/MS スクリーニング分析法を実試料
に適用するなど，その有効性を検討した．北九
州市内の 5 カ所の下水処理場の放流水を分析
しところ，1 回以上検出された物質は 29 種で
あった（図１０）．サロゲート物質の回収率は
46～106%であり，精製水の添加回収実験の結
果に比べて若干低かった．また，二重分析での
2 つの分析値の差は，平均値の 0～62.6%であ
った．以上の結果から，分析の精確さおよび再
現性は共に，スクリーニング分析としては十分
な性能であることが確認された．さらに，300
物質の測定から汚染の全体像が把握でき，また

予期しないmetforminや農薬を検出できたこと
から，開発スクリーニング法の有効性が確認さ
れた．開発法を用いることにより，短時間，低
コスト，省力に多数物質を分析でき，さらに有
害な廃棄物量も減らすことが可能である．本開
発法は，①環境水や水道水のスクリーニング分
析．②対象物質の標準試薬が入手できない時の
分析，③環境汚染事故や地震などの緊急時の安
全性評価や原因物質の特定などに有効な手法
である．また，本法ではマススペクトルが得ら
れるため，測定データを用いて後日ノンターゲ
ット分析やレトロスペクティブ分析を実施す
ることも可能である． 
 

 
 

  
図１０. 北九州市内の 5 下水処理場での検出物質 

 
 
D. 結論 

(1) 微生物： 凝集沈澱処理を実施している
全国の浄水場の協力を得て，水道原水にウイル
ス（アデノウイルス，コクサッキーウイルス，
A 型肝炎ウイルス，マウスノロウイルス，トウ
ガラシ微斑ウイルス（PMMoV））を添加して人
工原水とし，これを用いて回分式凝集処理実験
を行うことで，処理性（除去率）を評価した．
PMMoV と各種ウイルスは同程度の除去が得
られ，PMMoV はウイルスの指標として有効と
期待された．さらに，水道原水中に PMMoV は
比較的高濃度で存在することが示された．各ウ
イルスは，凝集沈殿-砂ろ過処理により，1～
2-Log 程度の除去が得られた．凝集，沈澱，急
速砂ろ過による実浄水場における PMMoV の

除去率は 4.3-Log であった．クリプトスポリジ
ウム遺伝子検出法の適用実績はまだ少なく，さ
らなる知見の積み重ねと応用が求められてい
ることから，相模川河川水を試料として検鏡法
と qRT-PCR 法の比較を継続した．2 法の定性
的な一致率は，クリプトスポリジウムが 78%，
ジアルジアが 81％と概ね対応が得られた．遺
伝子増幅産物の塩基配列を決定したところ，ブ
タ由来の C. suis が多く検出され，汚染源の推
定に活用できると考えられた．検鏡によるプト
スポリジウムの多数計数の簡易化には MPN 法
が応用可能である．米国などの事例を元に幾つ
かの仮定の下に推定すると，クリプトスポリジ
ウム症の大規模集団感染を防ぐためには
3~5-Log 程度のバリア導入が推奨との単純計
算ができた． 



 

(2) 化学物質･農薬： 農薬出荷量はこれま
で減少を続けてきたが，平成 25 農薬年度に平
成元年以降はじめて増加に転じ，平成 26 農薬
は昨年とほぼ同量出荷量であった．実態調査で
は，河川水で 61 種，原水 75 種，浄水 41 種の
農薬が検出されている．この中には農薬分類の
見直しで対象農薬に加わった農薬であるメト
ミノストロビン，クミルロン，ブタクロール，
ピラクロニル，キノクラミン，フェントラザミ
ド，メトミノストロビン，オリサストロビン，
クミルロン，ベンフレセートなどが含まれ濃度
や個別農薬評価値などが高かった．テフリルト
リオンは通常の粉末活性炭の添加量では十分
に除去されないことが示された．また，塩素処
理によりほぼ全て，農薬評価書にテフリルトリ
オ ン の 分 解 物 B と し て 報 告 の あ る
2-chloro-4-methyl-3-[(tetrahydro 
furan-2-yl-methoxy) methyl] benzoic acid（以下分
解物 B）へ変化することが分かった．さらに，
浄水中では原水中のテフリルトリオンとほぼ
同じ濃度レベルで分解物 B が検出されている
ことが確認された．今後は，原水中の検出実態
だけではなく，浄水中に検出実態も踏まえ，処
理特性，分解物のモニタリングの必要性も検討
していく必要がある．検出可能性指標値の高い
農薬が測定され実際に検出されているかを確
認するため，地域または都道府県毎に検出可能
性指標値の高い農薬の実際の検出率を求めた．
検出率は地域別に分類した方が総じて高いが，
測定回数が多い地域ほど，検出率が高くなる傾
向があった．ニテンピラム，テフリルトリオン
は塩素処理によりすみやか，ブロマシルは緩や
かに分解する．テフリルトリオンとメソトリオ
ン及びそれらの塩素処理生成抽出物は，細胞致
死毒性，細胞膜傷害による致死毒性を示すこと
はないと判定された．化学物質の検出状況につ
いて検討したところ，1,2-エポキシプロパン
（酸化プロピレン），アクリロニトリル，ヘキ
サメチレンテトラミン，ヒドラジン等の検出濃
度が仮の評価値に比べて高かった．化学物質の
基礎情報と検出状況についてデータベースを
作成し，インターネットで公表できるようにし
た． 

 (3) 消毒副生成物：塩素処理によってホル
ムアルデヒドを生成する物質として 8 種類を
検討し，オゾンと GAC の組み合わせにより処
理されることを確認した．有機アミノ化合物も
アンモニア態窒素と同様に BAC 処理によって

除去できることを確認した．中間塩素処理と粉
末活性炭処理を組み合わせたハロ酢酸制御に
おいて吸光度（紫外域）が管理指標として有用
であること，さらに配水過程でジクロロ酢酸が
減少する場合がある可能性を示した．p 位に置
換基（特にアルキル基）を有するフェノール類
は，ハロベンゾキノン前駆物質となる傾向があ
ることを示した．琵琶湖原水ではラフィド藻の
増殖によってハロ酢酸生成能が増大する可能
性，淀川水系において N-ニトロソアミンのひ
とつである NDMA 前駆物質の濃度が低減して
いる長期的傾向を把握した．高水温期において
も，揮発性窒素濃度はトリクロラミンよりも臭
気強度指標と相関が高かった．遊離塩素濃度の
低減がトリクロラミン生成抑制に効果的であ
ることを示した．活性炭によるトリクロラミン
分解は活性炭細孔表面における疑１次反応と
２次反応で表現された． 

(4) リスク評価管理： 
水質事故対応を経験した意見として，水質基準
の遵守と給水義務の狭間で悩む水道事業体の
姿が浮かび上がった．突発的水質事故事象に対
するマニュアル類の整備と複数マニュアルの
関連性についての事例を示すことができた．米
国 EPA の公衆通知ハンドブックの一部を翻訳
し，水質異常発生時の公衆への周知方法につい
て重要な点を整理することができた．米国で発
生した水道原水汚染事故後におこなわれた疫
学調査結果を精査し，水質異常時における住民
の情報源としてはテレビが最も多いことが分
かった．また，Do Not Use 発令中においても約
37%の世帯で水道水を使用していたことから，
摂取制限等の対応時においても，短期間の摂取
など想定した対応などが示された．米国と同様，
英国を含む欧州各国，オーストラリアにおいて
は，短期間の水道水摂取による深刻な健康影響
が懸念されない限り，水質基準超過による給水
停止は基本的に行わず，超過項目と超過の程度
により異なる対応をとることになっていた． 
トリクロロエチレンの吸入や経皮暴露は，経

口経路に比べて，臓器への到達率が高くなるた
め間接飲水量が多くなり，現行の基準値では過
半数以上の人が耐容一日摂取量を超える暴露
量となる可能性が示唆された．摂水量アンケー
ト調査結果について，地域，性別，年齢区分に
関する偏りなどの補正を行った pTWI (L/日) 
の平均値は冬 1.55 L，夏 1.76 L であった．今
後，日本人成人摂水量としての基礎資料となる



 

ことが期待される．短期的な水道水質汚染が生
じた際に参考とすべき参照値 (mg/L)を 19 項
目につい算出した．長鎖 PFCA 類の炭素数依存
的な毒性強度の差は，標的 PFCA の血清中濃度
の違いのみでは説明でず，不純物として含まれ
ていたより炭素鎖の短い PFCA 類や分岐型異
性体が長鎖 PFCA 類の毒性発現が大きく関与
している可能性が考えられた． 

(5) 水質分析法：対象農薬リスト掲載農薬類
など計 234 物質のうち，現在の標準検査法では，
固相抽出による前処理後に GC/MS や LC/MS
で分析している農薬および標準検査法のない
農薬（合計 140 農薬）を対象に，前処理を行わ
ずに LC/MS/MS に直接注入して一斉分析でき
るかどうかを検討し，ほとんどの農薬で良好な
回収率および併行精度が得られた．一部の農薬
については，脱塩素処理剤を使い分ける必要が
あると考えられた．質量分析計を用いたフロー
インジェクション分析法による水試料中の非
イオン界面活性剤の同定手法に関しては，26
年度に検討した非イオン界面活性剤を除く 13
物質について検討し，検出下限値 1mg/L 程度
の計測が可能であった．また，開発した固相抽
出-LC-TOF/MS スクリーニング分析法を実試
料に適用した結果，開発法が LOCs のスクリー
ニングに有効である事が確認された．開発法を
用いることにより，短時間，低コスト，省力に
多数物質を分析でき，さらに有害な廃棄物量も
減らすことが可能である． 
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遠藤 卓郎 国立感染症研究所  
大河内   由
美子 

麻布大学生命・環境科学部 
環境科学科  
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酒井 紳 神奈川県内広域水道企業団 
高藤 俊 浜松市上下水道部 
高田 陽 神奈川県畜産技術センター 
田部井 由紀
子 

東京都健康安全研究センタ
ー 

橋本 温      
県立広島大学生命環境学部
環境科学科 

松島   有希
子（旧姓川
口） 

桐生市水道局水質センター 

水野 聰 新潟市水道局 
渡邉  洋大 神奈川県企業庁 
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河村 裕之 神奈川県内広域水道企業団 
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小坂 浩司 国立保健医療科学院 
佐藤 学 神奈川県衛生研究所 
高橋 英司 新潟市水道局  
川上 夏紀 茨城県企業局 
西野 真之 八戸圏域水道企業団  
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小林 憲弘 国立医薬品食品衛生研究所 
江馬 眞 国立医薬品食品衛生研究所 
平田 睦子 国立医薬品食品衛生研究所 
山田 隆志 国立医薬品食品衛生研究所 
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川村 智子 国立医薬品食品衛生研究所 
高橋 美加 国立医薬品食品衛生研究所 
小林 克己 国立医薬品食品衛生研究所 
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松本 真理
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国立医薬品食品衛生研究所 

山口 治子 国立医薬品食品衛生研究所 
五十嵐 智
女 

国立医薬品食品衛生研究所 

小熊 久美
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東京大学大学院先端科学技
術研究センター  

金見 拓 東京都水道局  
及川 冨士雄 北千葉広域水道企業団 
中町 眞美 阪神水道企業団  
高橋 和彦 東京都水道局  
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柏木 勉 川崎市上下水道局 
五十嵐 良明 国立医薬品食品衛生研究所 
久保田 領志 国立医薬品食品衛生研究所 

鈴木 俊也 東京都健康安全研究センタ
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大窪 かおり 佐賀県衛生薬業センター 
木下 輝昭 東京都健康安全研究センタ

ー  
渡邊 喜美
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東京都健康安全研究センタ
ー 

小田 智子 東京都健康安全研究センタ
ー 

小杉 有希 東京都健康安全研究センタ
ー 

井上 亘 兵庫県立健康生活科学研究
所  

谷畑 智也 兵庫県立健康生活科学研究
所  

宮脇 崇 福岡県保健環境研究所 
境 泰史 (公財)北九州生活科学セン

ター 
高木 総吉 大阪府立公衆衛生研究所  
吉田 仁 大阪府立公衆衛生研究所  

 


